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【資料１：新川崎・創造のもり第３期第２段階事業 「産学交流・研究開発施設」の整備推進について】
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新川崎地区ネットワーク協議会の活動

ＮＡＮＯＢＩＣにおける産学連携支援

第１段階 市内産業振興ゾーン

新川崎・創造のもり地区の概況

第２段階 先端産業立地促進ゾーン

Ｋ２タウンキャンパス

ＫＢＩＣ

ＮＡＮＯＢＩＣ
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第１期事業
Ｋ２（ケイスクエア）タウンキャンパス
平成12年7月開設
慶應義塾大学の先導的研究施設で、最先端の
研究開発を実施
１３研究プロジェクト、２教育プログラムが入居

第２期事業
かわさき新産業創造センター「ＫＢＩＣ」
（ケービック）平成15年１月開設
ベンチャー企業の入居スペースと専門家による
支援メニューを提供するインキュベーション施設
２１社、４研究室、４大学が入居
オープン以来、９０％以上の入居率を維持

第３期第１段階事業
ナノ・マイクロ産学官共同研究施設「ＮＡＮＯＢＩＣ」（ナノビック）
平成24年4月開設
ナノ・マイクロ(※)技術分野の最先端の研究開発から製品化までを一気通貫で行うことが可能で、人材、技術、
最先端の研究機器等を集積させた高度なファブリケーション施設
超微細加工や計測を行うため、微小なほこりを排した約750㎡の大型クリーンルーム(クラス100、クラス10000)
を完備
慶應、早稲田、東工大、東大からなる４大学のナノテクコンソーシアム、日本ＩＢＭ東京基礎研究所・東京大学
の共同研究プロジェクト他、ナノテク関連企業等３社が入居
※ナノは、10億分の1を表す単位、マイクロは100万分の1を表す単位

新川崎・創造のもりの役割

平成２４年度に新川崎地区内の企業・大学を中心とした産学連携、産産連携

を目指す組織「新川崎地区ネットワーク協議会」が発足し、活動を開始してお

り、新川崎地区において、産学連携基盤の形成が進んできています。

会員数：企業３６社、大学、関係機関

科学の面白さや楽しさを体感できる子ども向け科学イベント

「科学とあそぶ幸せな１日」は、創造のもり一帯を活用し、

Ｋ タウンキャンパス、川崎市、及び「創造のもり」内外の

企業や団体が協力して開催しています。（毎年９月頃開催）

昨年度開催実績：１，０００人

「ＮＡＮＯＢＩＣ」では、インキュベーションの他、産学連携支援、４大学が

保有する世界最先端の研究機器を企業等に開放、技術指導を行うなど、市内事

業者のものづくり技術の高度化支援に取り組んでいます。

○ 新川崎地区は、産学官連携による新産業の創出を目指す先端技術の集積拠点（推定就業人口約１万７，０００人）

○ 平成２５年１０月に「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」に追加指定され、ライフサイエンス分野の研究開発拠点「キングスカイフロント」との連携を強化を図っています。

Ｄ地区 新川崎・創造のもり

入居企業・市内企業

４大学ナノ・マイクロファブリケーションコンソーシアム

４大学の先端研究機器
共同利用

共同研究の推進

ナノ・マイクロ技術支援
講座等の実施

コーディネーターによる
技術支援・連携支援

ベンチャー支援と産学連携による産業イノベーション拠点

新川崎地区を中心とする企業、大学等の連携・交流拠点

子どもたちが科学・技術とふれあい、夢を育む創造拠点

４大学のクリーンルームと最先端の研究機器
（左からクラス１００、クラス１００００）

「キングスカイフロント」の
ライフサイエンスの取組

ドラッグ
デリバリーシステム

エネルギー効率が高い
太陽電池

絆創膏チップ 医療診断チップ

「ナノ茶論」
大学の研究者と
企業の定期交流会

会員企業、研究開
発拠点等の見学会

会員企業イベント
の地域開放

「さいわい
トライサイエンス」
地域の子ども向け
科学イベント

㈱テレカルト

㈱ミツミネ電子

春日電機㈱

㈱東計電算

㈱ショウエイ

日本電産㈱
中央モーター基礎技術研究所

共進精機㈱
●エイヴィエルジャパン㈱
（平成27年着工）

Ａ地区立地企業
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１ 第３期第２段階事業の推進について

「産学交流・研究開発施設」の整備概要

次期施設の機能・規模

機能・諸室 規 模

研究開発スペース
大企業や大学研究機関を対象としたフロア貸しも想定した大空間単位の研究・オフィススペース 約7,200㎡以上

中小企業・ベンチャー企業のニーズに合わせたインキュベーション機能としての様々なタイプの研究スペース 約3,600㎡

産学連携 交流
スペース

多様 利用形態 柔軟 対応 可能 多目的会議    約450㎡

研究     付帯  研究者同士 交流        図    交流    各フロア
約40㎡以上

研究活動を支える
アメニティスペース

入居者や施設利用者のための食堂・カフェスペース
主   入居者 利便性向上    物販店舗    約200㎡

その他施設(共用部) エントランス、廊下・階段、ＥＬＶ・設備室等の共用部 全体の
20 30％程度

合 計 約16,000㎡

イノベーションの創出

ライフサイエンス・環境分野における
研究成果をキングスカイフロントへ

外部の優れた
研究者・技術

外部からの
資金 情報

知識
人材 技術

各主体を結ぶ
次期施設

ＫＢＩＣ
企業・大学

Ｋ 研究室
支援機関
研究機関等

地域
ものづくり
企業群ＮＡＮＯＢＩＣ

企業・大学

＜オープンイノベーションの拠点のイメージ＞
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応用技術では競争による独自開発

基盤となる共通技術での共同研究

×

市内
ものづくり企業

試作開発連携

企業 企業 +

材 料
メーカー

化 学
メーカー 研究機器

メーカー

自動車
メーカー

医療機器
メーカー家 電

メーカー

３Ｄ試作
サービス 検査・分析+

次期施設の果たす役割

○ 先端産業のさらなる立地促進を図るため、大規模な設備投資等を伴う、先端科学技術分野の企業

等が入居可能な研究開発スペースの整備を行います。また、多様な実験環境等に対応したイン

キュベーションスペースの整備を行います。

○ 産学連携・交流を促進するため、国際会議やシンポジウム等にも対応可能な多目的会議スペース

の整備を行います。

○ 研究開発を支えるアメニティ（食堂・カフェ等）の充実を図り、研究者の日常的な活動を支援し

ます。また、こうした研究者が集い、憩う空間から、研究者間の日常的な交流を生み出し、異業

種・異分野間の融合からの独創的な研究開発の創出を促進します。

○ 基盤となる共通技術は、情報を開示し、共同研究に取り組みつつ、応用技術は、情報管理を徹底

し、独自の開発に取り組むような「協力関係」と「競争関係」の共存を実現します。

○ 「創造のもり」での産学連携・産産連携の基盤を発展させ、市内ものづくり企業の技術力を掛け

合わせ、次世代の試作開発技術を有する企業等の立地を促進し、オープンイノベーションによる、

ライフサイエンス分野等での技術開発や、製品の試作開発拠点としての役割を果たします。

＜連携・交流の結節点のイメージ＞

２ 次期施設における整備内容
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創造のもりのさらなる機能の強化と現状の不足機能の補完を行い、新川崎発のイノベーション創出を目指

すため、第３期第２段階事業として、次期事業地区（9,200㎡）に「産学交流・研究開発施設」を整備します。

（「産学交流・研究開発施設整備基本計画」Ｈ26.5策定）

NANOBIC
その他施設
（管理部門等）

産学連携
 交流
スペース

アメニティ
スペース

北アプローチ

南アプローチ

研究開発
スペース

・南北からの人の動線
・民間施設と公共施設
・研究者同士、研究者
と地域を繋ぐ、交流・
情報発信空間として
のエントランス

２方向のアプローチをつなぐエントランスの配置

ＫＢＩＣ

ＮＡＮＯＢＩＣ

ＪＲ新川崎駅

北アプローチ
・電車通勤
・既存施設
・車通勤 等

南アプローチ
・来訪者
・周辺施設 等

敷地へは南・北の２方向からアプローチ

Ｋ2タウンキャンパス

断面計画イメージ

研究開発スペース （大企業等）

研究開発スペース （大企業等）

研究開発スペース （大企業等）

アメニティスペース
（食堂・カフェ等）

産学連携・交流
スペース（会議室等）

研究開発スペース （中小企業等）

上層階

２階

１階
構内道路
・駐車場

隣地
境界線

道路
境界線

民間施設エリアはニーズ（規模）
に合わせた階層構成に対応

周辺景観に配慮した建物ボリューム設定

研究開発スペース （中小企業等）

エントランス

交流
スペース

交流
スペース

交流
スペース 研究開発スペース （中小企業等）

アプローチ・配置計画（モデルプラン）

パイオニア

民間施設 公共施設
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新川崎・創造のもり

ユニキャリア㈱

パイオニア㈱

次期事業地区

ユニキャリア



「産学交流・研究開発施設」の整備にかかる民間事業者の募集概要

研究開発スペース（中小企業等）
［3,600ｍ２］

産学連携 交流    
[多目的会議室約450ｍ２  交流    各階約40ｍ２等]

市民間事業者（定期借地）
①事業用定期借地権設定 事業用地 約9,200㎡（土地所有者：市）

研究開発スペース（大企業等）
［7,200ｍ２以上］

アメニティスペース
［飲食スペース等約200ｍ２］

事業用定期借地権契約の締結

地代

竣工後、公共施設及びその他施設
（市持分）を一括買取

公共施設及び
その他施設（市持分）を引渡し

賃料

入居者
（中小企業等）

指
定
管
理
者

賃貸借
契約締結

利用料
（賃料）

指定

（納付金）

（指定管理料）

利用許可

入居者
（大企業等）

民
間
事
業
者

川

崎

市

①事業用地 約9,200㎡ への事業用定期借地権を設定し、民間事業者に貸し付け

②民間事業者による施設の設計、建設を実施

③研究開発機能の一部（中小企業・ベンチャー企業の入居スペース約3,600㎡）及び会議室等の産学連携ス

ペース約450㎡、アメニティスペース約200㎡を創業支援の強化等の政策的意義及び民間事業者との適切な
リスク分担設定の観点から、本市が取得

市取得部分は、財政上有利な一括支払いでの取得することとし、買い取り額は、施設仕様や社会情勢を踏
まえた適切な上限価格を設定

④市買取部分については、公共施設として指定管理者制度により管理・運営を実施

⑤研究開発機能の一部（大企業等の入居スペース7,200㎡以上を想定）は、民間事業者が建設後も引き続き、

民間施設として管理・運営を実施

３ 次期施設の整備手法・整備事業者の募集について

○素案公表後のデベロッパーや建設会社等の民間事業者との対話結果を踏まえ、

民間施設部分（約9,600㎡）と公共施設部分（約6,400㎡）を合わせ、延床面積16,000㎡の施設規模を設定

○整備等を行う民間事業者の募集に関する入札公告（６月10日予定）を実施

○提案内容・金額の総合評価（総合評価一般競争入札）により落札者を決定

＜事業実施スキームイメージ＞

４ これまでの経緯と今後のスケジュール

⑤ 民間施設とその他施設(約9,600㎡)の管理・運営 ④ 公共施設(約6,400㎡)の管理・運営

その他施設

② 施設全体(約16,000㎡)の設計、建設

③ 公共施設(約6,400㎡)の買取

平成11年2月 「新川崎・創造のもり計画」の策定
平成11年2月 「新川崎・創造のもり計画」 推進  協力 関  川崎市 慶應義塾大学の協定締結

平成12年2月 【第１期事業】
慶應義塾大学の先導的研究施設「Ｋ２タウンキャンパス」の開設

平成15年1月 【第２期事業】
ベンチャービジネス創出拠点「かわさき新産業創造センター（ＫＢＩＣ）」開設

平成17年1月 「新川崎地区地区計画」の策定（平成22年4月一部改定）
平成20年9月 「新川崎・創造   第３期事業用地土地利用方針」の策定

平成21年1月 「４大学ナノ・                     川崎市  連携協力 関する
基本合意」締結

平成21年11月 川崎市と慶應義塾大学との連携・協力 関  基本協定 締結
平成22年10月 「新川崎・創造のもり第３期事業地区 産学官共同研究施設整備基本計画」策定

平成24年4月 【第３期第１段階事業】
ナノ・マイクロ産学官共同研究施設「ＮＡＮＯＢＩＣ」研究棟の開設

平成24年7月 新川崎地区      協議会設立
平成24年9月 ナノ・マイクロ産学官共同研究施設「ＮＡＮＯＢＩＣ」クリーンルーム棟の開設

平成26年2月 【第３期第２段階事業】
「産学交流・研究開発施設整備基本計画」 素案作成
パブリックコメントの実施

平成26年5月 「産学交流・研究開発施設整備基本計画」 策定

平成26年12月 募集要項・業務要求水準書（素案）公表
事業者との対話の実施

平成27年6月10日

平成27年9月 提案書提出締切
審査
落札者 決定

平成27年12月 契約の締結
（第５回定例会 議案提出予定）

平成29年度 開所・供用開始

＜創造のもり 第１～第３期第１段階事業＞

＜第３期第２段階事業 産学交流・研究開発施設の整備スケジュール（予定）＞

民間事業者   
基本・実施設計
(9 12 月程度)

民間事業者   
建設工事等

(15 18 月程度)

管理 運営

入居企業
募集 決定
【随時】
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【産学交流・研究開発施設の整備手法概要】

【次期施設の整備にあたっての視点】

○大規模な施設整備事業であり、設計・工事等にあたっては建設後の維持管理も含めてライフサイクル全体

でのコスト低減を図る様々な工夫を施すことが必要であることから、施設整備及び管理・運営において、

民間活力を最大限に活用することが必要

○ただし、中小・ベンチャー企業等の入居スペースや、産学交流スペース、アメニティスペースについては、

政策的必要性が高く、かつ収益性が低い点を考慮し、本市が管理・運営に関与することが必要

入札説明資料・業務要求水準書等 公表

施設の仕様等に関して、必要とする水準を示し、
事業者による創意工夫の提案を求めるもの
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